
評価調査結果要約表 

 

Ⅰ．案件の概要 

国名： アフガニスタン･イスラム共和国 案件名: 識字教育強化プロジェクト 

分野： 基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額（評価時点）：  324,777 千円 所轄部署： JICA 人間開発部 第 1グルー

プ（基礎教育） 
基礎教育第１課 

相手国実施機関：アフガニスタン教育省

識字局 

(R/D)： 2005 年 6 月 1 日 日本側協力機関：JICA 
協力期間 2 年 4 カ月間 

（2006.3.1– 2008.7.31） 
他の関連協力：ノンフォーマル教育強化プ

ロジェクト（2004.3.25– 2007.3.31） 

1 協力の背景と概要 
アフガニスタンでは、内戦やタリバン支配の結果、国の教育システムが破壊され、

多くの国民が教育を受ける機会を逸した。その結果、非識字人口は 1,100 万人に上

ると推定されている。これら教育の機会を得ることができなかった人々が、自らの

課題解決能力を高め、生活を向上させ、今後の同国の平和の定着、民主的な国家の

建設、経済的・社会的発展を図るうえで、識字教育の推進は重要かつ緊急な課題と

なっている。 
こうした状況を受け、教育省（Ministry of Education、MOE）は識字教育の推進

を教育政策の柱の一つとし、教育省識字局（Literacy Department、LD）を中心に識

字教育活動を展開している。国際・国内の様々な NGO も識字教育への支援を行っ

ており、一般的な成人識字教室のみならず、地域や学習者に応じた多様な活動も

行っている。しかしながら、教育省識字局は各州の識字局が実施する識字教室の実

績や NGO による識字教育の実態を正確に把握できておらず、事業の計画・実施・

管理能力は非常に低い。識字教育のニーズは膨大かつ多様であり、様々な識字プ

ログラムを柔軟に提供することが必要である。この状況においては、政府のみで

識字教室を展開するよりも、NGO などの多様な識字教育活動を包含しつつ、国全

体の識字教育の推進を図ることが望ましい。 
このような背景から、識字教育の事業推進の核となるべき教育省識字局の能力

強化を行う一方で、膨大で緊急な識字教育のニーズに応えるために、既にアフガ

ニスタン各地で活動実績のある NGO と連携しつつ、識字教室を展開する協力につ

いて、同国政府より要請が出され、識字教育強化プロジェクト（LEAF）が 2006
年 3 月より 2 年 4 カ月間の予定で実施されている。 

 
2 協力内容 
(1) 上位目標 

対象地域の識字率が向上する。 
 
(2) プロジェクト目標 

識字局のマネジメント能力の向上により、対象地域における識字教育が量的および

質的に改善される。 
 
(3) 成果               



ア 対象地域における識字局の事業実施・管理能力が向上する。 
イ 対象地域において、識字教室が拡大される。 

 
(4) 投入（評価時点・一部確定した予定を含む） 
・日本側 
 短期専門家派遣  6 人 計 49M/M 
 研修員受入    6 人 計 3M/M（第三国研修） 
 運営経費等    75,197 千円 
 
・相手国側 
 カウンターパート配置 41 人（ワーキンググループのメンバーを含む） 
 ローカルコスト負担  プロジェクト事務所の提供 
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Ⅲ．評価結果の概要 

１．プロジェクト目標の達成状況 
(1) プロジェクトのアウトプット 

① 対象地域における識字局の事業実施・管理能力が向上する 
データ管理、教材・教具管理、スーパーバイザー能力改善の 3 機能についてワーキ

ンググループの活動を通じて以下の成果がみられた。 
（ア）データ管理 
【成果】 
4 種類のデータ収集フォームの開発と研修の実施により、既存のデータ収集プロセ

スの明確化と質の高いデータの収集が可能となった。これまでに 4,356 コースのデ

ータ収集を完了した。 
【課題】 
データ入力、分析についての研修を実施済みであるが、データ入力、解析、報告、

さらに計画策定へのデータ活用能力については、プロジェクト終了時までに詳細な

モニタリングが必要である。 
（イ）教材管理 
【成果】 

 3 種類の教材配布・管理に関するフォーム開発と研修実施後、新識字教科書である

LAND Afghan 等の教材配布の過程（州、郡、教室、ファシリテーター・学習者レベ

ル）が改善した。 
【課題】 
今後の教材印刷、配布に係る予算は不足しており、現在のところ、予算化される予

定はない。引き続き予算確保に向け申し入れを行っていく必要がある。 
（ウ）スーパーバイザー能力改善 



【成果】 
 ワーキング・グループ・メンバーが開発したスーパーバイザー･マニュアルと研修プ

ログラムを通じ、スーパーバイザーが自らの役割（識字教室のモニタリング、ファ

シリテーターへの適切な指導など）を認識し、ファシリテーターへの指導方法が改

善した例が見られた。 
【課題】 
マニュアル及び研修内容の改良に必要な能力強化については未だ改善の余地があ

る。スーパーバイザーの業務実施状況の詳細なモニタリングに関しても、今後さら

に行っていく必要がある。 
 
② 対象地域において、識字教室が拡大される 

【成果】 
NGO との協力により、10,239 人（378 教室）を対象に識字教育を実施した。NGO に

よる識字局のファシリテーター研修などを通じて、識字局の能力強化にも貢献した。

【課題】 
 NGO の活動地域については、特に識字局が直営の識字教室を開設することが困難な

地域を選定基準に含めたが、特に州レベルでの識字局と NGO との調整が必ずしも十

分ではなかった例も確認された。 
 
(2) プロジェクト目標「識字局のマネジメント能力の向上により、対象地域における識

字教育が量的及び質的に改善される」 
① 識字教育の量的改善 

【成果】 
 NGO との協力を通じて、特に識字局が直営の教室を開設することが難しい場所にお

いて 10,239 人（目標は 10,000 人）に識字学習の機会を提供することができた。 
② 識字教育の質的改善 

【成果】 
新識字教科書の提供、スーパーバイザーのファシリテーターに対する指導改善など

の識字局の能力強化を通じて、識字教育の質の向上にある程度貢献したと考えられ

る。 
【課題】 
識字局の行政能力にはなお限界があることを勘案すれば、本プロジェクト実施期間

と投入だけでは、十分目標を達成することはなお難しいといえる。本プロジェク 
トの成果を踏まえた識字局自身のマネジメント能力の継続的な改善とともに、スー

パーバイザーによる指導のさらなる徹底やファシリテーターへの支援が必要であろ

う。 
  
(3) 上位目標「対象地域の識字率が向上する」 
【成果と課題】 

 上記のとおり、本プロジェクトを通じ 10,239 人に識字教育機会を提供することがで

きた。一方、対象地域やアフガニスタン全体における膨大な識字ニーズを考えると、

本プロジェクトの成果のみをもって識字率向上への貢献を期待するのは早計であ

る。識字能力の定着のためには、識字局自身のさらなる努力とともに、継続した学

習環境を整備することも考慮する必要がある。 
 



２．５項目評価 
 
(1) 妥当性：高い 
・ 識字･ノンフォーマル教育支援はアフガニスタン国の開発計画や日本政府の援助方

針に合致している。 
・ 同国において、基礎教育を受けず成人になった人は 800 万人いると推定されてお

り、この状況に対応するために、識字局の能力強化及び識字教育へのアクセスの拡大

のニーズは膨大である。本プロジェクトは両方の課題に対応したため、妥当性は高い。

 
(2) 有効性：高い 
・ 10,239 人（目標は 10,000 人）に識字学習の機会を提供しており、量的拡大に関す

る目標の達成が見込まれる。 
・ データ管理、教材管理、スーパーバイザー能力強化に関する識字教育行政の質は向

上したが、能力が定着するにはさらなる改善の余地がある。 
・ 識字局の能力強化は識字教育の質向上にある程度貢献したといえるが、質の向上に

はより長期的、直接的な支援が必要である。本評価調査では、プロジェクト目標の設

定が、投入や期間と比較して高すぎた点を考慮し、有効性を「高い」と評価する。 
 
(3) 効率性：中程度 
・ 本プロジェクトで実施した研修内容や時期について、識字局ワーキング・グルー

プ・メンバーや研修に参加した識字局職員、スーパーバイザーなどの満足度は概ね高

かった。 
・ 識字局の能力向上と識字教育の量的拡大支援を同時に実施するには、人員を含めた

投入が必ずしも十分ではなかった。 
・ 他援助機関によるポスト・リテラシー教科書印刷の遅延により、本プロジェクトに

おける効率的な教科書配布の実施に影響があった。 
 
(4) インパクト：高い 
・ NGO との協力を通じて、識字教育以外に学習者の生活の中で必要な知識・技能を

取り入れる重要性について、識字局の意識が向上した。 
・ 今後、本プロジェクトの成果品（各種フォーム、マニュアルなど）が他の援助機関

の類似プロジェクトにおいて活用される可能性がある。 
 
(5) 自立発展性：低い 
・ アフガニスタンにおける識字・ノンフォーマル教育の促進は、2007 年に承認され

た国家教育 5 カ年戦略計画の優先課題の一つであり、今後もこの政策が保持されると

見込まれる。 
・ 他方、識字局の識字教育に関する行政、事業展開の実施方針が定まっておらず、ま

た組織改編もあることから、識字局の技術的、制度的さらに財政的自立発展性が課題

である。このため、本プロジェクトで実施された活動を効果的に継続するには、識字

局の能力は依然として十分ではない。識字局が年次計画に活動実施を組み入れるとと

もに、教育省を通じた適切な予算配分と人員配置が必要である。 
 
 
３. 効果発現に貢献した要因 



 
(1) 計画内容に関すること 
・ 識字局の能力改善及び NGO との協力に基づく識字教育の拡大支援の両アプローチ

の相乗効果は必ずしも大きいとはいえないものの、識字局と NGO との協力体制の参

考事例を示し、同局の NGO に対する認識を一定程度高めることができた。 
 
(2) 実施プロセスに関すること 
・ 識字局内にプロジェクトオフィスを構え、協働したことにより、日本人専門家と識

字局 C/P 間で円滑なコミュニケーションをとることができた。 
・ アフガニスタン側のオーナーシップを尊重した技術協力のアプローチは先方に高

く評価された。 
 
４. 問題点及び問題を惹起した要因 
 
(1)  計画内容に関すること 
・ 識字教育の質向上というプロジェクト目標の一部を達成するには、投入量、内容が

必ずしも適切ではなかった。2 年 4 カ月というプロジェクト期間も質の向上に寄与す

るには短かったといえる。また、識字局の能力向上と識字教室の拡大という成果の達

成と教育の質向上が必ずしも結びつかなかった。この背景には、識字局のマネジメン

ト能力が当初予想以上に低かったことが挙げられる。 
 
(2)  実施プロセスに関すること 
・ 治安状況の悪化により、プロジェクト実施地域や日本人専門家によるモニタリング

可能な地域が限られた。 
・ 関係者間（プロジェクトメンバーと識字局）で、指標等に関する PDM への共通認

識を得るために時間を要したため、プロジェクト開始後 1 年半以上、PDM において

適切な定性的・定量的指標が設定されず、識字局の能力向上や識字教育の質の向上に

関する適切なモニタリングに PDM が活用されていなかった。 
・ 3 つのワーキンググループと担当の日本人専門家はそれぞれのグループの活動に

忙殺され、各ワーキンググループ間、そしてプロジェクト全体としての調整・マネジ

メントに十分対応することができなかった。 
 
５. 結論 
・ 本プロジェクトの実施により、データ収集・管理、教材・教具管理、スーパーバ

イザー能力向上における識字局の能力向上の成果が見られた。 
・ NGO との協力による識字教育機会の提供を通じて、識字教育の量の拡大にも貢献

した。 
・ しかし、行政能力向上達成と実際の識字教室における教育の質向上達成との間に

は、いくつかの段階があるため、能力向上を通して識字教育の質向上を本プロジェク

ト期間内で達成することは限界があり、当初のプロジェクト目標設定に無理があった

と考えられる。 
・ 一方、能力向上と現場の質の改善を同時に目指すには、協力アプローチの工夫も必

要であった。 
・ 本案件は予定通り終了するが、識字教育の質の向上には、より長期的、直接的な支

援が必要であるため、本案件の成果を定着させ、さらに高めるような後継案件の検討



を行う必要がある。 

Ⅳ.教訓と提言 
１．教訓 
＜プロジェクトの目的、アプローチについて＞ 
(1) 当初の PDM では識字局の能力向上（成果）を通して、識字教育の質の改善（目的）

を図ることを掲げていたが、紛争終結国における行政の未整備という状況の中で、

2 年 4 カ月というプロジェクト期間で協力目的を十分に達成するには、限界があり、

目標設定に無理があった。アフガニスタン、日本の両国のプロジェクト実施者がよ

り明確なビジョンをもって活動に取り組めるようにするためにも、プロジェクト目

標には実現可能で、かつ具体的な目標とそのための指標を設定することが必要であ

る。 
(2) 識字局の能力向上という成果に対し、プロジェクトでは投入規模を考慮して、3 分

野に限定し、中央レベルの行政能力向上に焦点をあてることとした。このため、開

発した成果品や仕組みの普及、定着については、プロジェクトが十分に関与するこ

とができなかった。他方、行政が十分機能しておらず、地方間の格差が大きい現状

においては、現在のトップダウン型の識字行政には限界があり、識字局の能力向上

が必ずしも現場の識字教育の向上につながらないことが認められた。中長期的な視

点での能力向上を念頭におきながらも、現場の質の向上に直接資する活動も必要で

あったと考えられるが、治安状況を勘案すれば、この点でも限界があることは否め

ない。 
(3) コンポーネント１（識字局の能力向上）とコンポーネント２（NGO 委託による識

字教室の展開）の連携は、十分には想定されておらず、それぞれで得た教訓を互い

に活かし難いデザインになっていた。当初から NGO との協働を念頭において識字

局のあるべき姿を考え、そのための能力向上を図るというアプローチも採り得たと

考えられる。他方、NGO の有用性に対する識字局の理解が著しく低かった点を考

慮すれば、やむを得なかったと思われる。 
(4) プロジェクトチームは識字局内にオフィスを構え、日々C/P と業務を共にしてきた

ことが、日本人専門家と C/P とのコミュニケーションを促進し、信頼関係、先方の

オーナーシップを構築するのに効果的であった。とりわけ他ドナーの多くが常駐者

を置かない体制にあるなか、先方との協働体制を継続してきた点は高く評価でき

る。 
 
＜識字教育の方向性、可能性について＞ 
(5) 識字教室展開において識字局と NGO は補完関係にあったが、識字局は NGO との

協調に関する明確なビジョンを欠いており、両者の間で十分な協調がとられてこな

かった。本プロジェクトでは、NGO 委託による識字教室の展開を通して、NGO と

の協調関係のあり方を明らかにし、識字局の NGO に対する認識は改善された。し

かし、識字局においては、NGO をはじめとする外部リソースと協調して識字教育

を展開していこうという方向性がいまだ見出されておらず、今後ともプロジェクト

の経験をもとに、より活発な議論がなされることが期待される。 
(6) NGO 委託による識字教室において、実施中の JICA 結核プロジェクトと協力して、

識字教室に対して結核の正しい情報の提供を行った（ポスターの配布、ファシリテ

ーターの研修など）。このように、識字教室は様々な情報の提供の場としての可能

性があることが明らかになった。 



 
＜今後の案件形成・実施について＞ 
(7) 情勢が短期間で大きく変化する、プロジェクト開始前に十分な情報をとるのが困

難、といったアフガニスタンの特徴を考えると、現場の変化に臨機応変に対応でき

る体制づくりが必要である。業務実施型案件の場合も弾力的な対応が不可欠であ

り、契約関係における相互のコミュニケーションと契約変更を含む柔軟な対応が必

要である。識字局は、先行して実施されていた、ノンフォーマル教育強化プロジェ

クトで提案したコミュニティ学習センター（CLC）モデルを高く評価しており、識

字教育政策に CLC の導入が明記されている。このような状況を踏まえて、本プロ

ジェクトでも CLC 型（識字教育とライフスキルの効果的な組み合わせ、識字局と

NGO の協働）の識字教室展開をさらに進めていくことができれば、識字局の政策

により貢献できたのではないかと思われる。JICA が様々な案件の教訓をプロジェ

クト側に提供していくとともに、同国では特に柔軟なプロジェクト実施が必要であ

ることを、関係者が強く認識しておくことが必要である。 
 
２．提言 
＜プロジェクト終了までにプロジェクト実施チームによって行われるべきこと＞ 
(1) ワーキンググループ間やコンポーネント間（能力向上と NGO 委託の識字教室展開）

の情報共有を図るための活動（定期的な合同会議の開催など）を実施する必要があ

る。 
(2) 各ワーキンググループでプロセスの改善やマニュアルの開発を行ってきたが、その

ような成果が継続して活用されるためには、日々の業務の中にそれらを取り込んで

いく必要がある。制度づくりに向けて、各ワーキンググループでプロジェクトの成

果をどう活用していくかについての計画づくりを支援する必要がある。 
(3) プロジェクトは 3 州 1 市を対象にしているが、これらの成果を他州の識字担当者に

も広く共有し、理解を深めてもらうことによって活動の持続性が高まると考えられ

る。識字分野においては他のドナーもいることから、その連携を図るためにも情報

提供を積極的に行うことが必要である。プロジェクトの経験から得られた NGO と

の連携に関する提言についても、発表・議論する場を設定する必要がある。 
 
＜プロジェクト終了後に中長期的に取り組まれるべきこと＞ 
(4) 全国の識字ニーズを考えると識字局のみで識字教室を展開していくことは不可能

であり、NGO や他省庁の識字教室と協調しながら展開を図っていかなければなら

ないことは明らかである。本プロジェクトを通して、NGO の活用に関する識字局

の認識が非常に向上したとはいえないが、NGO の活動を理解し、一定の評価をす

るようになった。今後識字局が NGO とどう協働し、識字局がその監督者としてど

のような役割を果たしていくのかについて識字局内で議論を深めていく必要があ

る。 
(5) 識字の新教科書が導入され、週 6 日の授業スケジュールが明示されて以降、これま

で実施されていたファシリテーターの集まり（木曜研修）が廃止されることにより、

この結果、ファシリテーターが継続的に質を向上させていく機会がなくなった。今

後識字教室を拡大させていくためには、基本的な能力や教育レベルの低い人材も活

用せざると得ず、そのためには採用時の研修に加えて、日々の業務をきちんと行う

ための技術的な支援がより必要になる。 
(6) 識字教室修了時のアセスメントの基準が、現在明確になっておらず、修了率も正確



に把握できていない。最低限の基準を明確にし、ファシリテーターが容易に能力を

測ることができるような仕組みが求められる。 
(7) 識字行政の改善やマニュアルの開発は主にカブールの識字局のメンバーがかかわ

っており、州の異なるニーズを必ずしも反映させたものではない。今後のマニュア

ル改訂においては、地方のニーズを取り込む必要がある。 
(8) 今後の協力においては、すべての州をカバーする量的拡大のイニシアティブがある

なかで、手薄になる能力強化への支援は継続して行われる必要があろう。一方で、

現場の識字教室が受益する仕組みを盛り込んでいく活動が求められる。 
 
 

以 上

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




